
１．資本費について

２．下水道使用料金改定の方向性について

資料



1

≪目 次≫

１．資本費について･･････････････････････････････････････2
（１）資本費とは･･･････････････････････････････････････････････････2

（２）使用料金収入で賄うべき経費について･･････････････････････････3

（３）資本費算入率の状況について･･･････････････････････････････････4

２．下水道使用料金改定の方向性について･･･････････････5
（１）下水道使用料金改定検討のポイント･･･････････････････････････5

（２）下水道使用料金改定の検討手順･･･････････････････････････････7

（３）下水道使用料金改定率及び使用料金収入額の試算･･････････････8

（４）資本費算入率の検証････････････････････････････････････････13

1



2

１．資本費について

（１）資本費とは

資本費は、維持管理費（人件費、動力費、薬品費等）とともに下水道使用料金の対

象となる経費であり、維持管理費が施設を運転して下水処理を行うことに係る費用
（ランニングコスト）であるのに対し、資本費は下水道施設等の整備に係る費用（イニ
シャルコスト）であると言えます。

本市のように複式簿記による会計を行う事業では、資本費は減価償却費及び企業
債（借入金）の利息等の合計によることとされていますが、今回の下水道使用料金の
見直し検討では、現金の動きによる分かりやすさを優先し、減価償却費の代わりに施
設整備の主たる財源である企業債（借入金）の元金償還費を用いることとし、企業債
（借入金）の償還費（元金＋利息）を資本費として取り扱うこととします。

≪企業債元金償還のイメージ（元利均等償還の場合）≫≪減価償却費のイメージ≫
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（２）使用料金収入で賄うべき経費について

【下水道使用料金で賄うべき経費（国が示す目標とすべき数値）】

←伊賀市の区分

使用料

公費負担

100人/ha以上は２割

資本費（元利償還金）に対する財政措置
処理区域内人口密度25人/ha未満は６割

25人/ha以上50人/ha未満は５割

50人/ha以上75人/ha未満は４割

75人/ha以上100人/ha未満は３割

出典：国土交通省HP「経営基盤の強化」より

伊賀市の場合、処理区域内の人口密度
が25人/ha未満のため、資本費の60％を
公費で負担する（＝40％を使用料金で賄
う）ことが、国が示す目標値です。

◆公費負担

汚水処理施設整備は、公共用水域の水質保全など公的な便益が多い反面、建設改良
費が割高となることから、一定割合の費用を公費で負担することとされています。

 本市の場合、国が示す目標値としては、使用料金収入で、維持管理費100％＋資本
費40％を賄うことが望ましい。（残る資本費の60％は公費で負担（一般会計からの
補てん））

 処理区域内の面積や施設などの条件が同じである場合、一般的に人口密度が低
いほど使用料金収入が低くなることから、公費負担の割合が高くなっています。

 実際に使用料金収入で賄う資本費の割合については、各事業体ごとに経営の現状
や将来見通しなどを踏まえ、適切に判断する必要があります。
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項目 公共 特環 農集 浄化槽 計

経費回収率（％） 113.8% 35.3% 30.7% 57.4% 36.5%

維持管理費分 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

＋資本費分
（資本費算入率）

559.2% 16.3% 0.0% -95.4% 7.4%

経費回収率（％） 45.8% 40.7% 25.9% 33.8% 44.1%

維持管理費分 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

＋資本費分
（資本費算入率）

22.9% 11.4% -36.5% -222.2% 18.2%

経費回収率（％） 51.0% 28.7% 23.4% 43.6% 47.4%

維持管理費分 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

＋資本費分
（資本費算入率）

28.6% 5.0% -8.3% -181.5% 23.9%

注２：公共は、産業汚水の費用を除いています。

注３：三重県平均、全国平均の値は、現行使用料金の施行年度が2016（平成28）年度以降の市町村を対象としてます。

注４：合計値は、各事業の加重平均により算出しています。

三重県平均
（H29）

注１：資本費算入率は、維持管理費分で100％を超える分を資本費の回収に充てた時の比率となっています。

　　　資本費算入率＝（使用料収入－汚水処理費(維持管理費分)）／汚水処理費(資本費分)

種別

伊賀市実績
（H29）

全国平均
（H29）

（３）資本費算入率の状況について

【経費回収率の比較（平成29年度）】

 本市の４事業全体の経費回収率は、三重県平均、全国平均を下回っています。

 今後は、新規整備や改築更新等により処理コストが増加する一方で、人口減
少や少子高齢化による世帯構成の変化等により料金収入が減少していくと見込
まれるため、維持管理費、更新経費の抑制や適正な下水道使用料金への改定
に取り組む必要があります。
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２）使用料金体系
目標：従量制※へ移行
課題：下水道の使用水量は計測する手段がないことから、水道の使用水量を用いる

ことが一般的だが、現状では井戸水を使用している世帯と使用していない世帯
が混在している。

※従量制：使用水量（下水道への排水量）に応じて使用料金を課金する方式

（１）下水道使用料金改定検討のポイント

１）使用料金単価
目標：事業、処理区に関わらず使用料金単価を統一
課題：現時点で処理区によって使用料金単価に大きな差（約1.7倍）がある。

今後さらに経営状況が厳しくなると見込まれる中で、この差を解消しつつ、適正
な使用料金単価に改定（値上げ）する必要があるが、改定水準によっては変動
幅が大きくなる処理区がある。

直ちに従量制へ移行することは困難なため、特定環境保全公共下水道
事業、農業集落排水事業に係る今回の料金改定については、現行の定
額制人員割で検討したいと考えています。

２．下水道使用料金改定の方向性について
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≪下水道使用料金改定の目標≫

用途区分 使用料金体系 事業別の使用料金単価

１種類

13種類

２種類

※上記の他に産業汚水（公共下水）と特定地域生活排水処理事業（合併処理浄化槽）があります。

 今回の料金改定では、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業につい
て、使用料金体系は現行の定額制人員割とし、現在、処理区ごとに設定されてい
る料金単価は事業別に統一（農集については必要に応じて段階的に対応）を図り
たいと考えています。

 公共下水道事業、特定地域生活排水処理事業についても、特環、農集の改定内
容を踏まえた改定を検討します。

 将来的には、公平性の観点から、全ての事業について、従量制への移行と料金単
価の統一を目指したいと考えています。

一般家庭

従量制 公共下水道事業

定額制人員割

特定環境保全

公共下水道事業

農業集落排水事業

１種類

現状 今回改定後

１種類

１種類から
数種類程度
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（２）下水道使用料金改定の検討手順

１）伊賀市下水道事業経営戦略
①施設整備計画の策定（長期）
②コスト縮減案の検討（施設の長寿命化）
③収支計画の策定（10年間）

３）下水道料金改定による収支改善検討（その１）
①下水道使用料金改定率及び使用料金収入額の試算

・使用料金単価のケース設定
・ケース別の使用料金改定率及び使用料金収入額の試算

②資本費算入率の検証
⇒今回の協議ポイント：使用料金収入をどの程度上げるのか（増額割合）

H30年度策定

４）下水道料金改定による収支改善検討（その２）
①使用料対象経費の算定、収支過不足の確認
②使用料金単価、料金体系の改定案の設定
③改定後の収支試算
④将来の方向性

今回の協議内容

次回以降協議予定

２）第1回下水道事業経営検討委員会
・下水道事業の現状と課題及び今後の検討事項について

R1.7.30開催
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１）使用料金単価のケース設定

（３）下水道使用料金改定率及び使用料金収入額の試算

【ケース２】 使用料金単価の高い処理区の単価に統一

【ケース１】 基本料金と加算料金のそれぞれ最も高い単価に統一

①使用料金単価の高い側に合わせる案

②現状の平均単価より値上げする案

【ケース３】 平均単価より高く、最も多く採用されている単価に統一

【ケース４】 ケース３より１人世帯、２人世帯分を低く、３人世帯、４人世帯分を
高くした単価に統一（高齢化社会を考慮し、少人数世帯に配慮）

本市の下水道事業の中で、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業
は全体に占める処理人口の割合が大きく、料金設定も処理区ごとに異なっていること
から、これら２事業について、使用料金単価を下記のケースで統一した場合の使用料
金の改定率及び使用料金収入額を試算します。

※上記のケース設定はあくまで協議用の参考例であり、必ずしも上記ケースから料金改定案を選択・決定
しようとするものではありません。
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２）ケース別の使用料金改定率及び使用料金収入額の試算（その１）

※処理区別に
は、1.13～1.87
倍に増

※処理区別に
は、1.40～1.42
倍に増

図1-2 使用料金収入総額の増額割合

図1-1 処理区別の使用料金改定率の状況

■使用料金改定率（処理区別）

特環、農集の処理区別（全31処理区）で見ると、改定率に大きな差（1.13倍～1.87倍）があり、現行の1.5倍以上となる処理区

が多く生じる。

（現行の1.5倍以上：７処理区、1.2倍以上：２６処理区（図1-1参照））

■使用料金収入額（総額）

現行の料金収入額に対し、特環は約1.41倍、農集は約1.37倍（特環＋農集合計では約1.38倍）に増額となる。（図1-2参照）

【ケース１】 基本料金と加算料金のそれぞれ最も高い単価に統一

統一後の使用料金単価 ⇒ 基本料金３，８５０円／戸、加算料金７７０円／人

1.41倍

1.37倍
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２）ケース別の使用料金改定率及び使用料金収入額の試算（その２）

【ケース２】 使用料金単価の高い処理区の単価に統一

統一後の使用料金単価 ⇒ 基本料金３，５２０円／戸、加算料金５５０円／人

※処理区別に
は、0.97～1.57
倍に増減

※処理区別に
は、1.18～1.21
倍に増

図2-2 使用料金収入総額の増額割合

図2-1  処理区別の使用料金改定率の状況

■使用料金改定率（処理区別）

特環、農集の処理区別（全31処理区）で見ると、改定率に大きな差（0.97倍～1.57倍）がある。

（現行の1.5倍以上：１処理区、1.2倍以上：９処理区（図2-1参照））

■使用料金収入額（総額）

現行の料金収入額に対し、特環は約1.19倍、農集は約1.14倍（特環＋農集合計では約1.16倍）に増額となる。（図2-2参照）

1.19倍

1.14倍



11

２）ケース別の使用料金改定率及び使用料金収入額の試算（その３）

※処理区別に
は、0.91～1.50
倍に増減

※処理区別に
は、1.13～1.15
倍に増

図3-2 使用料金収入総額の増額割合

図3-1 処理区別の使用料金改定率の状況

■使用料金改定率（処理区別）

特環、農集の処理区別（全31処理区）で見ると、改定率に大きな差（0.91倍～1.50倍）がある。また、現行料金が平均単価よ

り高い処理区は値下げ（５処理区）となり、低い処理区は値上げ（２５処理区）となる。

（現行の1.5倍以上：１処理区、1.2倍以上：８処理区（図3-1参照））

■使用料金収入額（総額）

現行の料金収入額に対し、特環は約1.14倍、農集は約1.10倍（特環＋農集合計では約1.11倍）に増額となる。（図3-2参照）

【ケース３】 平均単価より高く、最も多く採用されている単価に統一
（平均単価：基本料金２，９６０円／戸、加算料金５３１円／人）

統一後の使用料金単価 ⇒ 基本料金３，３００円／戸、加算料金５５０円／人

1.14倍

1.10倍
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２）ケース別の使用料金改定率及び使用料金収入額の試算（その４）

※処理区別に
は、0.92～1.51
倍に増減

※処理区別に
は、1.13～1.14
倍に増

図4-2 使用料金収入総額の増額割合

図4-1 処理区別の使用料金改定率の状況

■使用料金改定率（処理区別）

特環、農集の処理区別（全31処理区）で見ると、改定率に大きな差（0.92倍～1.51倍）がある。また、現行料金が平均単価

より高い処理区は値下げ（７処理区）となり、低い処理区は増額（２３処理区）となる。

（現行の1.5倍以上：１処理区、1.2倍以上：７処理区（図4-1参照））

■使用料金収入額（総額）

現行の料金収入額に対し、特環は約1.13倍、農集は約1.11倍（特環＋農集合計では約1.12倍）に増額となる。（図4-2参照）

【ケース４】 ケース３より１人世帯、２人世帯分を低く、３人世帯、４人世帯分を高くした単価に

統一（高齢化社会を考慮し、少人数世帯に配慮）

統一後の使用料金単価 ⇒ 基本料金３，０００円／戸、加算料金６６０円／人

1.13倍

1.11倍
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※ 下水道サービスを継続していくためには、少なくとも維持管理費は使用料金で賄う必要があります。その上で、資本費につ
いては、国が示す目標値である40％を使用料金で賄うことが理想ですが、大幅な料金改定（現行の約２倍）が必要なことから、
実際に使用料金で賄うべき資本費の割合は、本委員会での審議や市財政当局との協議等を踏まえ、本市としての適正な水
準を見出していく必要があります。また、激変緩和への対応として、段階的な改定についても検討する必要があります。

【国が示す目標とすべき数値】

※ケース１

※ケース２

※ケース３、ケース４

下水道事業４事業（公共・特環・農集・浄化槽）の使用料金収入総額が（３）で試算し
た各ケースごとの割合で増額となった場合の、使用料金収入で賄うことのできる資本
費の割合（資本費算入率）を検証します。

（４）資本費算入率の検証

使用料単価　改定なし

資本費算入率 -1.9%

資本費算入率 2.2%

資本費算入率 6.2%

資本費算入率 10.2%

資本費算入率 14.3%

基準（資本費算入率40％）

資本費算入率 40.0%

※１：使用料金を下水道４事業それぞれ、同じ改定率で値上げした場合を試算

４事業合計の汚水処理費　19,059百万円　（令和元年度～令和10年度：10年間）

資本費分
12,540百万円

維持管理費分
6,519百万円

使用料収入
6,287百万円

一般会計繰入金
12,772百万円

一般会計繰入金
11,762百万円

使用料収入
7,297百万円

使用料×平均 1.1倍※1 使用料収入
6,792百万円

一般会計繰入金
12,267百万円

　差額 5,253百万円

汚水処理費歳出

歳入

一般会計繰入金
11,257百万円

使用料収入
7,802百万円

使用料×平均 1.3倍※1

使用料×平均 1.4倍※1 使用料収入
8,307百万円

一般会計繰入金
10,752百万円

使用料×平均 2.04倍※1 一般会計繰入金
7,520百万千円

使用料収入
11,539百万円

使用料×平均 1.2倍※1

使用料単価　現行のまま

-1 .9％

2 .2％

6 .2％

10 .2％

40 .0％

14 .3％

料金改定をしなけれ
ば、維持管理費も賄
えなくなります。


